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独立行政法人 情報処理推進機構

技術本部 ソフトウェア・エンジニアリング・センター
非ウォーターフォール型開発　基本契約/個別契約モデルの基本契約書案
○○（以下「ユーザ」という。）と○○（以下「ベンダ」という。）は、別紙に定める○○システムの開発を目的とする全体プロジェクト（以下、「全体プロジェクト」という。）に関して、○○○○年○○月○○日に、本非ウォーターフォール型開発基本契約（以下「基本契約」という。）を締結する。

第1条（目的）

基本契約は、全体プロジェクトの実現のための、ユーザとベンダの権利・義務関係の基本部分を定めることを目的とする。

第2条（全体プロジェクト）

ユーザとベンダは全体プロジェクトを遂行するために相互に協力する。但し、全体プロジェクトの内容は、基本契約締結時点における計画であり、事後的に変更される可能性があることから、ユーザとベンダは、基本契約の締結によっても、全体プロジェクトの内容がユーザ又はベンダを法的に拘束するものではないことを確認する。
第3条（個別契約）

1.　ユーザとベンダは、両者の協議を通じて全体プロジェクトで開発を行う一定の機能群又は一定の期間ごとに、個別契約（以下「個別契約」という。）を締結する。各個別契約は、それぞれ基本契約と一体となって、各個別契約ごとに内容の異なる独立した契約（以下「本契約」という。）を構成する。なお、ある個別契約について、当該個別契約で定めた内容と、基本契約で定めた内容に矛盾がある場合には、個別契約で定めた内容が優先する。
2.　個別契約はユーザとベンダが個別契約書の各項目について合意し、同書に記名押印したときに成立する。
3.　ユーザとベンダは全体プロジェクトで開発が予定される全ての機能について個別契約を締結する法的義務を負うものではない。

第4条（変更管理）

1.　ユーザとベンダは、非ウォーターフォール型開発においては、両当事者が一旦合意した事項（開発対象機能、開発期間、開発費用等を含むが、これらに限られない。）が、事後的に変更される場合があることに鑑み、一方当事者より個別契約の内容又は第6条（連絡協議会の設置）に定める連絡協議会で合意した事項について、変更の協議の要請があったときは、速やかに協議に応じなければならない。

2.　前項の変更協議は、連絡協議会において行う。

3.　変更協議においては、変更の対象、変更の可否、変更による代金・納期に対する影響等を検討し、変更を行うかについて両当事者とも誠実に協議する。

4.　変更協議の結果、個別契約の内容を変更することが合意された場合には、ユーザとベンダは、変更内容が記載された変更版個別契約書に記名押印しなければ、当該変更は有効とならない。

5.　変更協議を行っても協議が調わないまま、最初の変更協議から○日間（個別契約において期間を定めた場合は当該期間）が経過した場合は、ユーザ又はベンダは、書面によって相手方に通知することにより、当該変更協議の原因となった個別契約を将来に向かって解除することができる。この場合、当該解除までにベンダが負担した合理的費用についてはユーザが負担し、他方、ベンダは当該解除までの作業報告を行うとともに、当該個別契約に基づき開発された成果物（未完成品を含む。）をユーザに納品するものとする。なお、当該成果物に関する所有権並びに著作権、特許権及びその他の産業財産権（以下「知的財産権」という。）の帰属は、当該個別契約の定めに従う。

6.　前項による個別契約の解除は、基本契約及び他の個別契約の効力に影響するものではなく、また基本契約及び他の個別契約の解除原因となるものではない。

第5条（協働と役割分担）

1.　ユーザ及びベンダは、個別契約の履行においてはお互いに協力しなければならないこと、かかる義務は法的な義務であることを認める。

2.　ユーザとベンダの作業分担は、各個別契約においてその詳細を定める。
3.　ユーザ及びベンダは、各自の実施すべき分担作業を遅延し又は実施しない場合若しくは不完全な実施であった場合、それにより相手方に生じた損害の賠償も含め、かかる遅延又は不実施若しくは不完全な実施について相手方に対して責任を負う。

第6条（連絡協議会の設置）

1.　ユーザ及びベンダは、全体プロジェクトが終了するまでの間、開発する機能の内容決定、全体プロジェクト及び機能開発の進捗状況、リスクの管理及び報告、ユーザ及びベンダ双方による作業の実施状況、問題点の協議及び解決、その他全体プロジェクトが円滑に遂行できるよう必要な事項を協議するため、連絡協議会を開催する。

2.　連絡協議会は、原則として、個別契約書で定める頻度で定期的に開催するものとし、それに加えて、ユーザ又はベンダのいずれかが必要と認める場合に随時開催する。

3.　ユーザ及びベンダは、必要があれば連絡協議会を迅速に開催できるよう、体制を整えなければならない。

4.　連絡協議会には、ユーザ及びベンダ双方の責任者、主任担当者及び責任者が適当と認める者が出席する。また、ユーザ及びベンダは、連絡協議会における協議に必要となる者の出席を相手方に求めることができ、相手方は合理的な理由がある場合を除き、これに応じるものとする。

5.　ベンダは、連絡協議会において、開発すべき機能の内容を決定し、全体プロジェクト及び機能開発の進捗状況を確認するとともに、遅延事項の有無、遅延事項があるときはその理由と対応策、推進体制の変更（人員の交代、増減、再委託先の変更など）の要否、セキュリティ対策の履行状況、個別契約の変更を必要とする事由の有無、個別契約の変更を必要とする事由があるときはその内容などの事項を必要に応じて協議し、決定された事項、継続検討とされた事項並びに継続検討事項がある場合は検討スケジュール及び検討を行う当事者等を確認するものとする。

6.　ユーザ及びベンダは、全体プロジェクトの遂行に関し連絡協議会で決定された事項について、本契約に反しない限り、これに従わなければならない。

7.　ベンダは、連絡協議会の議事内容及び結果について、議事録を作成し、これを書面又は電子メールによりユーザに提出する。ユーザは、これを受領した日から○日（個別契約において期間を定めた場合は当該期間）以内にその点検を行い、異議がなければ書面又は電子メールにより承認を行う。但し、当該期間内に書面又は電子メールにより具体的な理由を明示して異議を述べない場合には、ベンダが作成した議事録を承認したものとみなす。なお、仕様変更等の重要事項の決定がある場合を除いては、ベンダとユーザの合意により議事録を作成しないこともできる。

8.　前項の議事録は、少なくとも当該連絡協議会において決定された事項、継続検討とされた事項及び継続検討事項がある場合は、検討スケジュール及び検討を行う当事者の記載を含むものとする。

9.　ユーザ及びベンダは、連絡協議会を開催していない場合であっても、相手方から全体プロジェクトに関する問い合わせを受けた場合には、速やかに応答するものとする。

第7条（ユーザがベンダに提供する資料等及びその返還）

1.　ユーザは、ベンダに対し、本件業務に必要な資料、機器、設備等（以下「資料等」という。）の開示、貸与等を行うものとする。

2.　ユーザが前項に基づきベンダに提供した資料等の内容に誤りがあった場合又はユーザが提供すべき資料等の提供を遅延した場合、これらの誤り又は遅延によって生じた費用の増大、完成時期の遅延、瑕疵などの結果について、ベンダは責任を負わない。
3.　ベンダは、ユーザから提供を受けた資料等を善良なる管理者の注意義務をもって管理し、双方が合意した返還日又はユーザから請求があったときに、これらを返還する。
4.　資料等の提供及び返還にかかる費用は、ユーザが負担する。

第8条（再委託）
1.　ベンダは、連絡協議会において事前にユーザの承諾を得た場合又はユーザが指定した再委託先に再委託する場合、各個別業務の一部を第三者に再委託することができるものとする。なお、ユーザが上記の承諾を拒否するには、合理的な理由を要するものとする。

2.　ユーザの承諾拒否により、ベンダが他の再委託先を選定することが必要になった場合は、作業期間若しくは納期又は委託料等の個別契約の内容の変更について、第4条（変更管理）によるものとする。

3.　ベンダは当該再委託先との間で、再委託に係る業務を遂行させることについて、本契約に基づいてベンダがユーザに対して負担するのと同様の義務を、再委託先に負わせる契約を締結するものとする。

4.　ベンダは、再委託先による業務の遂行について、ユーザに帰責事由がある場合を除き、自ら業務を遂行した場合と同様の責任を負うものとする。但し、ユーザの指定した再委託先による業務の遂行については、ベンダに故意又は重過失がある場合を除き、責任を負わない。

第9条（秘密情報の取扱い）

1.　ユーザ及びベンダは、全体プロジェクト遂行のため、相手方より提供を受けた技術上又は営業上その他業務上の情報のうち、相手方が書面又は電子メールにより秘密である旨指定して開示した情報、又は口頭により秘密である旨を示して開示した情報で開示後○日以内に書面又は電子メールにより内容を特定した情報（以下あわせて「秘密情報」という。）を第三者に漏洩してはならない。但し、次の各号のいずれか一つに該当する情報についてはこの限りではない。また、ユーザ及びベンダは秘密情報のうち法令の定めに基づき開示すべき情報を、当該法令の定めに基づく開示先に対し開示することができるものとする。
①秘密保持義務を負うことなくすでに保有している情報

②秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報

③相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開発した情報

④本契約に違反することなく、かつ、受領の前後を問わず公知となった情報

2.　秘密情報の提供を受けた当事者は、当該秘密情報の管理に必要な措置を講ずるものとする。
3.　ユーザ及びベンダは、秘密情報について、本契約の目的の範囲内でのみ使用し、本契約の目的の範囲を超える複製、改変が必要なときは、事前に相手方から書面による承諾を受けるものとする。
4.　ユーザ及びベンダは、秘密情報を、本契約の目的のために知る必要のある各自（本契約に基づきベンダが再委託する場合の再委託先を含む。）の役員及び従業員に限り開示するものとし、本契約に基づきユーザ及びベンダが負担する秘密保持義務と同等の義務を、秘密情報の開示を受けた当該役員及び従業員に退職後も含め課すものとする。
5.　秘密情報の提供及び返還等については、第7条（ユーザがベンダに提供する資料等及びその返還）に準じる。
6.　秘密情報のうち、個人情報に該当する情報については、第10条（個人情報の取り扱い）が本条の規定に優先して適用されるものとする。
7.　本条の規定は、本契約終了後、○年間存続する。
第10条（個人情報の取り扱い）

1.　ベンダは、個人情報の保護に関する法律（本条において、以下「法」という。）に定める個人情報のうち、全体プロジェクト遂行に際してユーザより取扱いを委託された個人データ（法第2条第4項に規定する個人データをいう。以下同じ。）及び全体プロジェクト遂行のため、ユーザ･ベンダ間で個人データと同等の安全管理措置（法第20条に規定する安全管理措置をいう。）を講ずることについて、別途合意した個人情報（以下あわせて「個人情報」という。）を第三者に漏洩してはならない。なお、ユーザは、個人情報をベンダに提示する際にはその旨明示するものとする。また、ユーザは、ユーザの有する個人情報をベンダに提供する場合には、個人が特定できないよう加工した上で、ベンダに提供するよう努めるものとする。
2.　ベンダは、個人情報の管理に必要な措置を講ずるものとする。 
3.　ベンダは、個人情報について、本契約の目的の範囲内でのみ使用し、本契約の目的の範囲を超える複製、改変が必要なときは、事前にユーザから書面又は電子メールによる承諾を受けるものとする。
4.　個人情報の提供及び返還等については、第7条（資料等の提供及び返還）を準用する。
5.　第8条（再委託）第1項の規定にかかわらず、ベンダはユーザより委託を受けた個人情報の取扱いを再委託してはならない。但し、当該再委託につき、ユーザの事前の承諾を受けた場合はこの限りではない。
第11条（報告書の著作権）

1.　ベンダがユーザに対して提出する報告書に関する著作権（著作権法第27条及び第28条の権利を含む。）は、ユーザ又は第三者が従前から保有していた著作物の著作権を除き、ベンダに帰属するものとする。
2.　ユーザは、前項の報告書又はその複製物を、全体プロジェクトにおいて開発されたシステムを利用するために必要な範囲で、複製、翻案することができるものとする。
第12条（知的財産権侵害の責任）

1.　本契約に従いベンダがユーザに納品した納入物の利用によって、ユーザが第三者の知的財産権を侵害したときは、ベンダはユーザに対し、第13条（損害賠償）第2項所定の金額を限度として、かかる侵害によりユーザに生じた損害（侵害回避のための代替プログラムへの移行を行う場合の費用を含む。）を賠償する。但し、知的財産権の侵害がユーザの責に帰する場合はこの限りではなく、ベンダは一切責任を負わないものとする。

2.　ユーザは、本契約に従いベンダがユーザに納品した納入物の利用に関して、第三者から知的財産権の侵害の申立を受けた場合には、直ちにその旨をベンダに通知するものとし、ベンダは、ユーザの要請に応じてユーザの防御のために必要な援助を行うものとする。
第13条（損害賠償）

1.　ユーザ及びベンダは、本契約の履行に関し、相手方の責めに帰すべき事由により損害を被った場合、相手方に対して、法令に基づく損害賠償を請求することができる。但し、個別契約に請求期間が定められている場合は、法令に基づく請求期間にかかわらず、個別契約に定める期間の経過後は請求を行うことができない。
2.　【A案】　前項の損害賠償の累計総額は、債務不履行、法律上の瑕疵担保責任、不当利得、不法行為その他請求原因の如何にかかわらず、帰責事由の原因となった業務に係る個別契約書に定める損害賠償限度額を限度とする。
2.　【B案】　前項の損害賠償の累計総額は、債務不履行、法律上の瑕疵担保責任、不当利得、不法行為その他請求原因の如何にかかわらず、全体プロジェクトに関連する各個別契約の契約金額（ベンダに対する対価報酬）を合計した金額を限度とする。

3.　前項は、損害が損害賠償義務者の故意又は重大な過失に基づくものである場合には適用しないものとする。
第14条（基本契約の終了）

基本契約は、全体プロジェクトの終了又はユーザとベンダの合意により終了するものとする。

第15条（解除）

1.　ユーザ又はベンダは、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、何らの催告なしに直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。
①重大な過失又は背信行為があった場合

②支払いの停止があった場合、又は仮差押、差押、競売、破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立があった場合

③手形交換所の取引停止処分を受けた場合

④公租公課の滞納処分を受けた場合

⑤その他前各号に準ずるような本契約を継続し難い重大な事由が発生した場合

2.　ユーザ又はベンダは、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定めてなした催告後も、相手方の債務不履行が是正されない場合は、本契約の全部又は一部を解除することができる。
3.　ユーザ又はベンダは、第1項各号のいずれかに該当する場合又は前項に定める解除がなされた場合、相手方に対し負担する一切の金銭債務につき相手方から通知催告がなくとも当然に期限の利益を喪失し、直ちに弁済しなければならない。
第16条（権利義務譲渡の禁止）

ユーザ及びベンダは、互いに相手方の事前の書面による同意なくして、本契約上の地位を第三者に承継させ、又は本契約から生じる権利義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、引き受けさせ若しくは担保に供してはならない。
第17条（協議）

本契約に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、信義誠実の原則に従いユーザ及びベンダが協議し、円満な解決を図る努力をするものとする。
第18条（和解による紛争解決・合意管轄）

1.　本契約に関し、ユーザ及びベンダに紛争が生じた場合、ユーザ及びベンダは、次項の手続をとる前に、紛争解決のため第6条（連絡協議会の設置）に定める連絡協議会を開催し協議を充分に行うとともに、次項及び3項に定める措置をとらなければならない。
2.　前項所定の連絡協議会における協議でユーザ・ベンダ間の紛争を解決することができない場合、本条第4項に定める紛争解決手続をとろうとする当事者は、相手方に対し紛争解決のための権限を有する代表者又は代理権を有する役員その他の者との間の協議を申し入れ、相手方が当該通知を受領してから○日以内に（都市名）において、本条第4項に定める紛争解決手続以外の裁判外紛争解決手続（以下「ADR」という。）などの利用も含め誠実に協議を行うことにより紛争解決を図るものとする。
3.　前項による協議又はADRによって和解が成立する見込みがないことを理由に当該協議又はADRが終了した場合、ユーザ及びベンダは、法的救済手段を講じることができる。
4.　本契約に関し、訴訟の必要が生じた場合には、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
ユーザ

○○株式会社

ベンダ

○○株式会社

別紙　（全体プロジェクト）

	・全体プロジェクトの目的・ビジョン

・具体的なシステム全体又は個別機能のイメージ（図を含む）



１．本資料の著作権は、独立行政法人　情報処理推進機構が保有しています。


２．独立行政法人　情報処理推進機構は、「本資料の全部又は一部を複製、改変、公衆送信、又は翻訳/翻案し、第三者に有償又は無償で再配布すること」を許諾します。なお、複製し再配布する場合は、実際の契約書として使用する場合を除き、本使用条件を添付し、本使用条件に記載されている条件を配布先に遵守させて下さい。改変又は翻訳/翻案し再配布する場合は、実際の契約書として使用する場合を除き、新しく使用条件を設定することが可能ですが、本使用条件を必ず含めて下さい。 


３．独立行政法人　情報処理推進機構は、本資料が第三者の著作権、特許権、実用新案権等の知的財産権に抵触しないことを一切保証するものではなく、また、本資料の内容に誤りがあった場合でも一切責任を負いかねます。 


４．独立行政法人　情報処理推進機構は、本ページで記載された許諾内容を除き、独立行政法人　情報処理推進機構又は第三者の著作権、特許権、実用新案権等の知的財産権に基づくいかなる権利を許諾するものではありません。 


５．独立行政法人　情報処理推進機構は、本資料の商取引への利用、システム開発への利用、開発されたシステムの使用、及び当該システムの使用不能等により生じるいかなる損害についても、なんら責任を負うものではありません。 


６．本資料へのお問い合わせについては、独立行政法人　情報処理推進機構　ソフトウェア・エンジニアリング・センターまでご連絡下さい。


７．二次利用時に著作権を表示する場合は、次のように表記してください。 


　・2011年に公開した場合


　　Copyright © 2011 IPA, 二次著作権者名


　・2012年に公開した場合


　　Copyright © 2011,2012 IPA, 二次著作権者名


　・2013年以降に公開した場合


　　Copyright © 2011-公開年 IPA, 二次著作権者名 
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